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社会・経済のうごき＠しんぶん．yomu 
知っておきたい日本の経済・社会ニューストピックスを要約編集しました 

ホップステップ 

１０分でわかる 

何かを始めなければ、現実は何も変わらない！ 

 

 

 

民間シンクタンク１０社による２０２５年７～９月期の

実質国内総生産（ＧＤＰ）速報値予測によると、１０社平

均は前期比０．６％減となり、年率換算では２．５％減と

なることが明らかになった。大幅な減少となった背景には、

トランプ米政権による高関税政策により、輸出の減少で大

きな下押し要因になると分析している。関税率引き下げな

ど好条件で日米双方での合意がなされたものの、自国ファ

ーストを掲げ米政権だけに依然として不確実性が残ると懸

念されている。 

 

では 

 

 

厚生労働省の人口統計によると、２０２５年上半期（１

～６月）に生まれた赤ちゃん数は３１万９０７９人だった。

前年同期比３．３％減となり、少子化に歯止めがかからな

い状況にあり、下半期が同ペースで推移すると、通年で７

０万人を割り込む可能性が高いと見られている。一方、同

期の死亡者数は全同期比２．９％増の８２万３３４３人と

なり、自然減は５０万４４６４人となっている。少子化、

人口減社会への流れに歯止めがかかっていない状況にある。 

 

 

 

 

年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）は７～９

月期の運用実績が１４兆４４７７億円の黒字だったと発表

した。ＧＰＩＦの運用資産別にみると、国内株式が７兆４

８４億円、外国株式が６兆３３６３億円、外国債券が１兆

９３８９億円とそれぞれ黒字となった。一方、国内債券は

９０５９億円の赤字となっている。市場運用をスタートと

した２００１年度からの累積収益額は１８０兆１８４３億

円となっている。 

 

 

 

 

国連環境計画（ＵＮＥＰ）は２０２４年の世界の温室効

果ガス排出量は前年比２．３％増加し、過去最多となった

と発表した。二酸化炭素換算で５７７億トンになるとした

うえで、対策を強化しなければパリ協定で１．５度に抑え

ることができずに、今世紀中に２．８度上昇すると報告書

に明記した。２０２４年に排出量が多かったのは、中国の

１５６億トンで、米国（５９億トン）、インド（４４億ト

ン）、欧州連合（３２億トン）が続いた。ＵＮＥＰは「国

際社会は対策を加速できるが、政治的意思が欠けている」

と厳しく指摘している。 

 

 

 

 

会計検査院は２０２４年度決算検査報告書で税金の無駄

遣いを指摘する事業は３１９件、金額にして約５４０億８

１００万円だったと公表した。件数と金額は前年を下回っ

たが、検査院は国民生活の安全性確保や防衛、デジタルな

ど多岐にわたる対象分野で指摘した。会計検査院の原田院

長は「国の財政健全化が課題となっている中、国民の税金

を原資としている行財政活動全般について引き続き厳正か

つ公正に検査を行う」と検査院の使命を強調している。 

 

 

 

 

日本世論調査会の社会保障に関する世論調査によると、

医療や介護、年金などの「社会保険料負担が重い」と感じ

る人は「ある程度」を含め８６％に上っていることが分か

った。負担感の背景には、少子化により現行制度を支える

負担が増していることがある。５年前の２０２０年調査で

は負担感を抱く人は８３％で、依然として「負担感」を抱

く向きが多かった。医療や介護サービスを拡充すると社会

保険料の負担が増すが、サービス拡充に関しては「現状維

持」が７３％だった。 

 

 

 

 

総合人材サービス会社「エン」が働く人約２千人を対象

にしたアンケート調査で、６３％が職場でハラスメントを

受けた経験があることが分かった。そのうち、３１％が

「誰にも相談していない」と答え、その理由を尋ねると

「解決にならないと思った」が最多だった。ハラスメント

を受けた内容を尋ねたところ（複数回答）、「パワハラ」が

最多の９０％で、「セクハラ」（２１％）、「カスハラ」（１

９％）、「マタハラ」（３％）が続いた。ハラスメントでの

企業対応で求めることは（複数回答）、「相談窓口の設置」

が最多の４３％だった。 

 

 

 

 

環境省の発表によると、今年度上半期（４～９月）の全

国でのクマの出没件数は２万７９２件に上り、統計が残る

２００９年度以降で最悪となった。出没件数を明らかにし

ていない北海道を加えると、さらに多くなる。また、捕獲

数は６０６３頭（北海道を含む）となり、前年度の５３４

５頭を超えている。クマの異常出没件数について、同省は

「堅果類（どんぐり）の凶作等により、秋にクマ類が市街

地に出没」としている。猛暑という異常気象がもたらした

ものと考えられる。 

税金の無駄は前年下回るも約５４０億円 民間予測、７～９月期ＧＤＰは年２．５％減 

７～９月期年金運用、１４兆円超の黒字 

２０２５年、出生数７０万人割り込む可能性 

クマ出没、初めて２万件を突破 

２０２４年の温室効果ガス排出は最多に 

働く人の６割超、ハラスメントを経験 

 

 

８６％が社会保険料の負担が重い 


